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1.分業の利益の説明の難 しさ
分業の利益 を説明するリカー ドの比較生産費説は,多 くの入門レベルの経済
学教科書の冒頭で とりあげられる。これは比較生産費説が,(貿易の利益の文
脈を超 えて)主体 間での経済的交換の動機が存在する根拠を,単 純な設定で与
えることができるか らであろう。つまり比較生産費説は経済的な 「社会的関係
の必然」を根拠付 けることができるのである。
ところが,こ の比較生産費説による分業の利益の説明は,多 くの教科書で取
り上げられているにもかかわ らず,初 学者にとって必ずしも平明なものではな
い。代数的な解説が直観性 を欠 くことは比較的見やすいが,こ れが幾何学方法
を用いた り,数値例を用いた りしても事情はあまり変わらない。
分業の利益の説明法 として,生 産の機会集合を用いた幾何学的方法により,
2主体間の交易の均衡を考え,そ れが閉鎖経済時 より両者の厚生 を改善 させて
ことを示す方法がある。 これ らは系統だった幾何学的説明によって,分 業の利
益を明示的に示すことが出来る。
ところが,こ のような方法は,一 見直観的であっても,そ の議論は2主体 ・
2財 ・1要素の一般均衡理論である。この場合,議 論全体を正確 に紹介するた
めには,消 費の最適理論,ボ ックスダイアグラム,生 産要素の産業間への最適
配分など,一通 りの経済学の知識 を要請 しなければならず,そ のような議論 は
導入の議論 としては難 しいものとなってしまう。
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数値例を用いる説明も,よ くみられる説明である。ところが これも実際には
明快 な結論 を得 ることが難 しい。このような数値例では,ま ず分業を行 う2つ
の主体の初期資源の配分,各生産物の労働生産性,当初における2つ の主体各々
の生産(=消 費)の 組み合わせなどが与えられる。
このような出発点の下で,2つ の主体が比較優位にある生産物 に一定の資源
を移 し替えると,全体 として当初 より多 くの生産物が得 られる,つ まり産出量
のパ レー ト改善が得 られる例が示 されるわけである。これは,一 定の分業(と
交換)を 行 うことで双方の利得が得られる例を示す ものだ。
ところが,こ うした例では,分 業に利益があるか らといって,双 方が完全特
化を行うと,一方の財については当初より減少 してしまうということが しば し
ばおこる(参 考文献 に挙げたマ ンキューの第3章 を参照のこと)。つまり,こ
れらの多 くの例では,分業に利益があると言いつつ,議論を詳細に検討すると,
一方が不完全特化に留まる場合 のみにその利益が享受できるということにな
る。
これを一般化 して言えば,比較生産費説が遭遇する困難は,多 くの場合,(技
術が線形であるにもかかわ らず)分 業による利益の追求の極点 として,一 方の
不完全特化の状態が終着点(生 産可能性フロシティア)と なるということであ
る。つ まり分業に利益があるというのに,交易する2者 間で分業が徹底されて,
双方が異なる財の生産に完全特化するのではな く,一方が不完全特化に終わる
のはなぜか と言う問題が存在する。
本稿では,分 業の利益の解説において,以 上に示 したような阻路 を解消する
方法として 「限界的な分業化」の概念 を導入する。「限界的な分業化」 による
方法は,分 業の利益の存在 を幾何学的に簡明な方法で示すことができるのみな
らず,ほ とんどの場合,特 化による生産の最適性が不完全特化を含 んだ状態で
成立するのはなぜか,に ついて簡明な説明を与える。
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2.限界的な分業化
限界的な分業化 とは,「交易 を行 う2者 が各々同時に,比 較劣位にある財1
単位 を犠牲にして比較優位にある財を生産すること」 を言 う。
これは,当初,考 察の対象となるふたつの主体は,ふ たつの財を一定の量ずつ
生産 しているが,こ の状態から,2入 とも比較優位をもつ財に対 して,比 較劣位
にある財1単 位の生産に要する資源を比較優位をもつ財に投入 して,微小 な規模
で比較優位に基づ く分業を進めることを指 している。これは,言 ってみれば限界
的に分業をすすめることであるから,限界的な分業化と表現 したのである。
このプロセスを具体的に見ていくことにしよう。
ここで分業化に関わる2人 の個人i(i=1,2)は初め閉鎖経済の状態 にある。
2人は,唯 一の生産要素である労働時間を投 じて,2つ の種類j(j=1,2)の
財X}を生産かつ消費する。当初,2人 は2つ の財の特定量を生産 し(かつ消
費)し ている主体的均衡の状態にある。
2人は2つ の財 を一定の労働の限界生産物MPj'によって生産することが出
来 る(つ ま り収穫一定 である)。ここか ら得 られる労働 の限界生産物 の比
(MP2/MP1)をとることによって,両者の限界変形率 を求めることができる。
限界変形率の比について,両 方 ともが1以 上,あ るいは1以 下である場合は,
適当に財の単位を調整することによって,か ならず両者の一方を1以 上,も う
一方を1以 下 とすることができる1)。このことか ら,これ以降,限 界変形率に
1)2つ の限界変形率が,と もに1以 上の場合について考えよう(1以 下の場合 も同
MP>MP碁MplMP3
様の操作 を考 えれば よい)・Mpl>薔>1の とき・Mpl>α>Mpiと な
るようなαをふたつの限界変形率に除する(表 をかける)ことによって,縫
済みの限界変形率MRTiでMRT1>1>MRT2が達成される。これは第1財の計
量単位を適当に縮小する,または第2財の計量単位を適当に拡大することに相当
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ついては一貫 して両者が1を 挿んで存在する設定を採用する。いまは主体1が
第2財(主 体2が 第1財)に 比較優位をもつ ものとしよう。
限界的な分業化は,双 方が比較劣位にある財1単 位ずつを分業化のために供
出し,比較優位 にある財 を生産 しあう過程である。つま り経済計画 において,
当初,(言ってみれば)テ ーブルの上に投入する比較劣位の財を置 き,そ れら
を比較優i位にある財に変換 し(分 配する)と いう過程を実現するわけである。
この計画の当初の状態 を図示すると,図1の ようになる。ここで一方が,資
源を,比 較劣位な財か ら比較優位な財 に,比較劣位な財1単 位の必要投入量分
だけ移 し替えたとすると,主体1に ついては財平面上で図2の ような移行が生
じたことになる。
このような移行 を両者について書 くと図3の ようになる。これ ら2つ の移行
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する。これは本文内で2者の限界変形率が1をはさんで存在する仮定が,そうで
はない一般的な場合と同値であることを意味している。
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の出発点 と終着点の2点 をとり,ベ ク トルで結ぶ と限界的な分業化 によって,
図4の ような財ベク トルのパ レー ト改善が得 られたことを確認できる。増加分
を2者 で適当に配分することによって,両 者 は当初 よりも高い厚生を得ること
ができる。
3.生産可能性フロンティアと不完全特化
単純な設定によるリカー ド経済では,限界変形率の異なる経済問で分業をす
すめることに利益があることが説明されるが,そ の一方で,そ のような経済に
おける集計的な生産可能性 フロンティアを求めてみると,そ のほとんどの点は
一方の主体が不完全特化 にとどまるものであることを知ることが出来る。
たとえば図5で は,ABの 傾 きとBCの傾 きで示 される限界変形率をもった
2者による集計的な生産可能性フロンティアが示されている。この中で両者の
完全特化 による点は点Bの みであ り,B以 外の(端 点をのぞ く)点 は全て一
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方の主体は不完全特化にとどまる点である。
この ような現象について,多くの教科書では,説明の具体的形式は異 なるが,
交易後の均衡 において需要サイ ドの要因(選 好パ ター ン)に よってそのような
結=果が生 じることを示 している。 しかし生産サイ ドの分業による資源配分の変
更によって,産 出量のパ レー ト改善が主張されていなが ら,生産可能性 フロン
ティア上で不完全特化の点が生 じる問題は,需要サイ ドとは無関係な問題であ
る。
ここでは生産における効率的な資源配分において,不 完全特化を含む状況が
生産可能性 フロンティアを形成することが,限 界的な分業化の概念によって,
簡単に示 されることを紹介する。
限界的な分業化によって双方に厚生の改善がみられることは,こ のプロセス
を繰 り返す動機を2つ の主体 に与えることになる。 しかし労働時間の希少性か
ら,そ の回数には当然,限 界が存在する。そ して,そ れ以上に重要なことは,
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このようなプロセスの可能な反復回数が,双 方で相違するということである。
双方が限界的な分業化に参加可能な回数は,そ れぞれが生産を断念すること
の出来る比較劣位 にある財の数量である。この数量はすなわち双方が分業化を
開始する以前の当初の生産量である。当初の生産量を*を つけてあらわすと,
両者のこのプロセスの可能な反復回数は(主 体1が 第2財 に比較優位 をもつ本
稿の仮定を前提 として),主体1に 関 してある量xl*,主体2に 関 してある量
跨*と なる。だがふたつの量(回数)が一致することは一般的に保証 されない。
したがって両者が限界的な分業化 を行いうる回数は,xl*とX群 の小 さい
ほうに制約 されると言うことであ り,またこの小 さい方の回数が,分 業化 によ
る両者の厚生の改善の程度の上限を画するということになる。
両者が分業化によって,厚 生の改善 を追及するとすれば,こ の上限で反復の
プロセスは終了する。このとき,回数の上限を制約していた一方では,比 較優
位 な財に完全特化が生 じてお り,も う一方では不完全特化が生 じている。均衡
において,一 方が不完全特化 に留まることは,こ のように限界的な分業化の反
復回数の上限によって説明できるのである。
4.結
?
本稿では,限 界的な分業化の概念を用いることによって,分 業の利益の存在
を,単純な作図によって見て取ることができるようになることを紹介 した。ま
た限界的な分業化の概念を用いると,分業の利益が存在するにもかかわらず効
率的な資源配分において,な ぜほ とんどの場合,一 方が不完全特化の状況にと
どまるのかについて簡明な説明が得 られることを紹介 した。
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